
 　 洲本市地球温暖化対策実行計画

　令和元年度温室効果ガス排出量実績（報告）

１．温室効果ガス排出量

　　　令和元年度における洲本市地球温暖化対策実行計画に基づいた事務及び事業に伴い排

　　出された活動量及び温室効果ガス排出量は、次のとおりとなっています。

平成29年度
（基準年度）

令和元年度 平成29年度比
平成29年度

（基準年度）
令和元年度 平成29年度比

令和元年度

構成比
増減率

ガソリン Ｌ 57,589.7 48,777.8 -8,811.9 133,606.00 113,162.30 -20,443.70 2.82% -15.3%
灯油 Ｌ 41,050.6 40,340.0 -710.6 102,281.75 100,492.39 -1,789.36 2.50% -1.7%
軽油 Ｌ 18,753.5 16,882.7 -1,870.8 48,389.56 43,556.80 -4,832.76 1.08% -10.0%
Ａ重油 Ｌ 900.0 400.0 -500.0 2,453.90 1,089.96 -1,363.94 0.03% -55.6%
ＬＰガス kg 47,277.3 71,460.0 24,182.7 141,944.69 215,489.94 73,545.25 5.36% 51.8%
都市ガス ㎥ 87,725.0 68,933.0 -18,792.0 192,284.84 150,932.91 -41,351.93 3.76% -21.5%

kWh 7,138,943.9 6,460,645.0 -678,298.9 3,642,976.30 3,294,918.10 -348,058.20 82.00% -9.6%
km 721,156.3 681,522.9 -39,633.4 5,044.58 4,690.09 -354.49 0.12% -7.0%
人 4,366.9 3,886.7 -480.3 101,292.56 91,084.12 -10,208.44 2.27% -10.1%
台 182.0 179.0 -3.0 2,602.60 2,559.70 -42.90 0.06% -1.6%

4,372,876.78 4,017,976.31 -354,900.47 100.00% -8.1%

　　　令和元年度の温室効果ガス排出量合計では、

　　対基準年度比8.1％の減少となっています。

　　　電気使用量による温室効果ガス排出量が全

　　体の82.0％を占め、燃料全体（ガソリン、灯

　　油、軽油等）の割合が15.6％となっています。
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浄化槽によるし尿及び雑排水の処理

自動車用エアコンディショナーの使用

合  計
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項目別構成比

対基準年度比の削減量

354,900.47kg-CO2 とは、

２５ｍプールだと

※1kg-CO2=0.509m3

※25mプール容積 25m*13m*1.25m=406.3m3

444.6杯

吉野杉が１年間に吸収す
る二酸化炭素量では

※住宅の柱が一本取れるような吉野杉が１年
間に吸収するCO2の量 6.55kg-CO2/年
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２．項目別の温室効果ガス排出量

　＜二酸化炭素(CO2)を排出するもの＞

　　　「ガソリン使用量」における排出量は、対基準年度比15.3％の減少となっています。

    介護福祉課、総務課等で使用量が増加していますが、農政課、サービス事業所、健康増

　　進課等で使用量が減少しているため、全体では減少となっています。

　　　なお、前年度比では11.4％の減少となっています。

　　　「灯油使用量」における排出量は、対基準年度比1.7％の減少となっています。

　　生活環境課で使用量が増加していますが、教育総務課、サービス事業所、子ども子育て

　　課等で使用量が減少しているため、全体では減少となっています。

　　　なお、前年度比では7.4％の増加となっています。

　　　「軽油使用量」における排出量は、対基準年度比10.0％の減少となっています。

　　建設課、生涯学習課等で使用量が増加していますが、生活環境課、地域生活課、総務課

　　等で使用量が減少しているため、全体では減少となっています。

　　　なお、前年度比では5.4％の減少となっています。

　　　「Ａ重油使用量」における排出量は、対基準年度比55.6％の減少となっています。

　　用地課で使用量が減少しています。

　　　なお、前年度比では61.9％の減少となっています。

　　　「ＬＰガス使用量」における排出量は、対基準年度比51.8％の増加となっています。

　　学校教育課、子ども子育て課、サービス事業所等で使用量が減少していますが、教育総

　　務課で使用量が大きく増加しているため、全体では増加となっています。

　　　なお、前年度比では20.0％の増加となっています。

　　　「都市ガス使用量」における排出量は、対基準年度比21.5％の減少となっています。

　　教育総務課、子ども子育て課等で使用量が増加していますが、総務課、生涯学習課等で

　　使用量が減少しているため、全体では減少となっています。

　　　なお、前年度比では3.8％の増加となっています。

　　　最も排出量の多い「電気使用量」は、対基準年度比9.6％の減少となっています。

　　子ども子育て課、健康増進課等で使用量が増加していますが、学校教育課、生涯学習課、

　　地域生活課等で使用量が減少しているため、全体では減少となっています。

　　　なお、前年度比では5.6％の減少となっています。



　＜メタン(CH4)・一酸化二窒素(N2O)を排出するもの＞

　　　「公用車の走行」における排出量は、対基準年度比7.0％の減少となっています。

　　介護福祉課、総務課等で走行量が増加していますが、地域生活課、サービス事業所、生

　　活環境課等で走行量が減少しているため、全体では減少となっています。

　　　なお、前年度比では10.6％の減少となっています。

　　　「浄化槽によるし尿及び雑排水の処理」における排出量は、対基準年度比10.1％の減

　　少となっています。生涯学習課で増加していますが、農政課、子ども子育て課、教育総

　　務課等で減少しているため、全体では減少となっています。

　　　なお、前年度比では20.3％の減少となっています。

　＜ハイドロフルオロカーボン類(HFCS)を排出するもの＞

　　　「自動車用エアコンディショナーの使用」における排出量は、公用車の減少により、

　　対基準年度比1.6％の減少となっています。

　　　なお、前年度比では0.6％の減少となっています。

３．まとめ

　　　第３期の実行計画では、温室効果ガス排出量を平成29年度と比較して３％以上の削減

　　を目標としています。令和元年度の取組結果は、基準年度比8.1％の減少となりました。

　　　目標達成の主な要因は、本市の事務・事業活動から発生する温室効果ガス総排出量の

　　約８割以上を占める電気使用量の削減が挙げられます。令和元年の天候は、年を通して

　　気温の高い状態が続き、冬の天候は記録的な暖冬となりました。そういった状況でした

　　が冷暖房温度の適正設定、不要な照明の消灯などの日頃の取り組み、省エネに対する意

　　識向上により電気の不要な使用が抑えられました。

　　　本計画は、市の事務・事業に係るものであり、計画の推進には職員一人ひとりの取り

　　組みが重要となります。今後も職員の意識高揚を図るとともに、地球温暖化対策の取り

　　組みを進めるため、第２期までの実績を振り返りこれまでの取り組みを継承・発展させ

　　た「第３期洲本市地球温暖化対策実行計画」の実行に取り組んでいきます。


